
 

- 1 - 

 

大阪府立病院機構病院施設改修工事等に関する 

コンストラクション・マネジメント業務公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 業務の名称  

大阪府立病院機構病院施設改修工事等に関するコンストラクション・マネジメント業務（以下

「ＣＭ業務」という。） 

  

２ 発注者 

地方独立行政法人大阪府立病院機構理事長 

 

３ 業務の目的及び内容 

（１）ＣＭ業務の目的  

発注者が指定する病院等の改修工事等について、発注者の技術的等支援者として、施設計

画から設計者、施工者等の選定支援、これらの者に対するスケジュール、コスト、品質管理

等のマネジメントを行い、改修工事等に係る事業費の抑制と円滑な事業実施を図る。 

（２）ＣＭ業務の概要 

ア 改修工事等の病院施設整備支援業務（随意契約案件を含む） 

イ 改修工事等の概算積算作業及び年度計画作成作業 

ウ 業務報告 

エ その他発注者が提案する上記業務に付随して必要となる支援業務 

（３）対象となる病院等 

 府立の病院等  所在地  

大阪府立病院機構本部事務局 大阪市中央区大手前三丁目１番６９号 

大阪急性期・総合医療センター 大阪市住吉区万代東三丁目１番５６号  

大阪はびきの医療センター  羽曳野市はびきの三丁目７番１号  

大阪精神医療センター  枚方市宮之阪三丁目１６番２１号  

大阪国際がんセンター  大阪市中央区大手前三丁目１番６９号 

大阪母子医療センター  和泉市室堂町８４０番地  

（４）その他 

詳細については「大阪府立病院機構病院施設改修工事等に関するコンストラクション・マ

ネジメント業務委託仕様書」（以下、「仕様書」という。）を参照のこと。 

 

 

４ 契約期間  

契約締結日から令和６年３月３１日までの３年間 

 ※ただし、最大、２年間（令和８年３月３１日）の延長あり。 

※契約締結の日から令和３年３月３１日までの間を業務開始に向けた準備期間とし、
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その際の費用については受託者の負担とする。 

 

５ 履行期間 

  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

  ※ただし、最大、２年間（令和８年３月３１日）の延長あり。 

 

６ 業務委託経費 

（１）履行期間（３年間）の業務委託経費見積り金額は、金１０４，７５７，０００円（消費税

及び地方消費税相当額を除く）を上限とし、これを超えた提案見積り額を提出した者は失格

とする。 

（２）改修工事等の病院施設整備支援業務（前述３.（２）.ア）の対象範囲は仕様書記載のとお

りとし、委託経費については対象案件の件数、金額に関わらず定額とする。ただし、当初予

算額が変更された場合、及び補正予算により予算が追加された場合は協議により委託料の

変更を行うことができる。 

（３）改修工事等の病院施設整備支援業務以外の業務（前述３.（２）.イ～エ）についての委

託経費は定額とする。 

 

７ 参加資格  

参加を希望する者（以下「参加希望者」という。)は、次の要件をすべて満たす者であること。  

（１）次のアからクまでのいずれにも該当しない者であること。  

ア 成年被後見人 

イ 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規定によりな 

お従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治29年法律第89号）第11条に 

規定する準禁治産者 

ウ 被保佐人であって、契約締結のために必要な同意を得ていない者  

エ 民法第17条第1項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補助人で

あって、契約締結のために必要な同意を得ていない者 

オ 営業の許可を受けていない未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得てい 

ない者 

カ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

キ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第１項

に掲げる者  

ク 地方独立行政法人大阪府立病院機構契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」とい 

う。）第3条第4項各号のいずれかに該当すると認められる者（同項各号のいずれかに該当

すると認められることにより、大阪府立病院機構入札参加停止要綱に基づく入札参加停止

の措置を受け、その措置期間を経過した者及び同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当し、

その措置期間に相当する期間を経過したと認められる者を除く。）又はその者を代理人、

支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者 
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 （２）民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第1項又は第2項の規定による再生手続開始の申

立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第1項の

再生手続開始の決定を受けた者については、その者に係る同法第174条第1項の再生計画認可

の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなさ

れなかった者とみなす。 

    （３）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第2項の規定による更正手続開始の

申立てをしていない者又は更正手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、

同法第41条第1項の更正手続開始の決定を受けた者については、その者に係る同法第199条第

1項の更生計画認可の決定（旧更正事件に係る旧法に基づく更正計画認可の決定を含む。）が

あった場合にあっては、更正手続開始の申立てをしなかった者又は更正手続開始の申立てを

なされなかった者とみなす。 

（４）大阪府の区域内に事業所を有する者で、府税に係る徴収金を完納していること。 

（５）消費税及び地方消費税を完納していること。 

（６）応募書類の提出日から契約締結日までの期間において、次のアからウまでのいずれにも該

当しない者であること。  

ア 大阪府立病院機構入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け、その措置期間

中の者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者（同要綱別表各号

に掲げる措置要件に該当し、その措置期間に相当する期間を経過したと認められる者を除

く。 

イ 大阪府公共工事等に関する暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外の措置を受け、

その措置期間中の者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者（同

要綱別表各号に掲げる措置要件に該当し、その措置期間に相当する期間を経過したと認め

られる者を除く。） 

ウ 大阪府及び地方独立行政法人大阪府立病院機構との契約において、入札談合等（入札談

合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関す

る法律（平成14年法律第101号）第２条第４項に規定する入札談合等を言う。）の不正行為

があったとして損害賠償請求を受けている者。ただし、応募申請書等の提出日までに当該請

求に係る損害賠償金を納付した者を除く。  

（７）平成２９年度以降において、病院施設のＣＭ業務の実績を有する者であること。 

（８）建築設計・監理（一級）について、令和２年度の大阪府測量・建設コンサルタント等競争入

札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

（９）大阪府において建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の３第１項の規定に基づく一

級建築士事務所の登録をしている者。 

（10）業務の実施にあたり、１級建築士、建築設備士及び認定コンストラクション・マネジャーの

資格を有する者をそれぞれ配置できること。  
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８ 選定スケジュール    

令和２年１１月１６日（月） 実施要領の公表、質問の受付開始  

令和２年１１月２７日（金） 質問受付期限  ※質問回答は随時 

令和２年１２月 ４日（金） 参加申請期限 

令和２年１２月１１日（金） 参加資格の確認結果通知 

令和２年１２月２４日（木） 業務提案書提出期限 

令和３年１月 ２６日（火） 審査（書類審査により最優秀提案者の決定） 

              ※決定後、速やかに審査結果の通知・公表  

令和３年２月中旬      契約締結予定 

令和３年４月１日（木）   履行開始 

 

９ 担当部局（窓口） 

  大阪府立病院機構本部事務局 業務支援グループ 施設整備担当 

  〒541-8567 大阪市中央区大手前３丁目１番６９号 

  TEL 06-6809-5329 

  FAX  06-6809-5934 

    電子メール gyoumu01@opho.jp 

 

10 手続き等に関する事項 

（１）実施要領、仕様書等配布 

  ア 配布期間 

   令和２年１１月１６日（月）から同年１２月４日（金）午後５時まで 

  イ 配布方法 

   ・大阪府立病院機構（以下、「当機構」という）のホームページにおいてダウンロード 

すること。  http://www.opho.jp/ 

なお、ホームページによるダウンロードが困難な場合は、上記９の担当部局（窓口）で 

交付する。この場合の交付期間は、上記アと同様とする。ただし、日曜日、土曜日及び

祝日を除く午前１０時から正午まで及び午後１時から午後５時までとし、事前に上記

９の担当部局（窓口）へ交付希望を連絡すること。 

 

（２）質問書の受付及び回答 

  ア 受付期間  令和２年１１月１６日（月）から同月２７日（金）午後５時まで 

  イ 受付方法  質問書（様式Ａ）を、上記、「９担当部局（窓口）」へ電子メールで提出

すること。なお、電話での質問には応じない。 

  ウ 回答方法  回答は質問者に随時直接回答するほか、当機構ホームページへ掲載する。 

   

mailto:gyoumu01@opho.jp
http://www.opho.jp/
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（３）参加申請書の受付 

  ア 受付期間  令和２年１１月１６日（月）から同年１２月４日（金）午後５時まで 

  イ 受付場所  上記、「９担当部局（窓口）」と同じ 

  ウ 提出書類  ａ 参加申請書（様式１） 

ｂ 会社概要（様式２）（※１）、 

          ｃ ＣＭ業務の実績（様式３） 

          ｄ ＣＭ業務の実績（総合マネジメントの実績）（様式４） 

ｅ ＣＭ業務の実施体制等（様式５）（※２） 

          ｆ 業務委託経費の見積り（様式６-１、６-２） 

           ※１ ①商業登記簿謄本、②最近３年間の貸借対照表及び損益計算書、

③会社の基本理念及び行動指針、④倫理規定を提出すること 

           ※２ １級建築士、建築設備士及び認定コンストラクション・マネジャ

ーの資格を証する書類の写し及び雇用関係を証する書類の写し

（資格者本人の健康保険証） 

  エ 提出部数  正本１部、副本７部 

※提出書類データ（Word 形式）を保存した電子媒体（ＣＤ）１枚を併せ

て提出すること。 

※副本７部については、様式１は不要とする。 

※副本７部については、提案者名等参加者が類推できる表現は記載しな

いこと。（記載の例としては、Ｔ病院、Ｋ株式会社などと記載するか、

黒く塗りつぶすなど、工夫すること。） 

 

  オ 提出方法  持参又は郵送（郵送の場合は書留郵便に限る。受付期間内に必着のこと。） 

 

（４）参加資格確認結果通知書の交付 

  上記、10（３）の参加申請書により資格確認を行い、参加資格確認後、参加資格確認結果通

知を、電子メール及び郵送で行う。 

 

（５）業務提案書の受付 

  ア 受付期間  令和２年１２月１１日（金）から同月２４日（木）午後５時まで 

  イ 受付場所  上記、「９担当部局（窓口）」と同じ 

  ウ 提出書類  ａ 表紙（Ａ４版とする） 

           表紙には「大阪府立病院機構病院施設改修工事等に関するコンストラ

クション・マネジメント業務 業務提案書」と記載するとともに、提案

者名（企業名、代表者）を記載し、提案者が押印すること。（ただし、

提案者名の記載と押印は正本のみとし、副本には提案者名等参加者が類

推できる表現は記載しないこと。記載の例としては、Ｔ病院、Ｋ株式会

社などと記載するか、黒く塗りつぶすなど、工夫すること。以下、すべ
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ての提出書類において同じ。） 

          ｂ ＣＭ業務の目的を達成するための取り組み事項（様式７） 

          ｃ その他事業者が提案する支援業務（様式８） 

  エ 提出部数  正本１部、副本７部  

※提出書類データ（Word 形式）を保存した電子媒体（ＣＤ）１枚を併せ

て提出すること。 

  オ 提出方法  持参又は郵送（郵送の場合は書留郵便に限る。受付期間内に必着のこと。） 

 

11 審査・選定方法 

（１）審査委員会 

ア 業務委託候補者の審査・選定は、別に定める「大阪府立病院機構ＣＭ事業者審査委員会」

（以下、「審査委員会」という。）により審査・選定を行う。 

   

（２）審査方法 

  ア 提出書類について、審査委員会において「別紙」の審査項目について審査を行う。 

 

（３）受託候補者の選定 

  ア 審査委員会において、評価点の総計が最も高い提案をしたものを受託候補者として選

定する。また次点者も併せて選定する。 

  イ 評価点の総計が最も高い提案をしたものが２者以上いる場合には、審査委員会で協議

の上、受託候補者を選定する。 

 

12 資格の喪失に関する事項 

  次のいずれかに該当したときは、本プロポーザルへの参加資格を失うことがある。 

  ア 提出書類の提出日、提出場所、提出方法及び記載等が本要領に適合しなかったとき。 

  イ 提出書類の記載が、留意事項（各様式に記載）に適合しなかったとき。 

  ウ 提出書類に記載すべき事項の全部又は一部が掲載されなかったとき。 

  エ 提出書類に虚偽の内容が記載されていることが判明したとき。 

  オ 必要な資格を有しないことが判明したとき。 

  カ 本プロポーザルに参加する者及び関係者が、審査委員に対する事前説明、事前連絡など

公正な審査を妨げる行為をしたとき。 

  キ その他不正な行為があったと認められたとき。 

 

13 審査結果の通知及び公表 

  ア 受託候補者を選定した後は、速やかに参加者にその結果（参加者の自己の評価点及び受

託候補者の商号・評価点）を参加申請書に記載された連絡先へ電子メールにより通知する。 

  イ 受託候補者を選定した後は、速やかに参加者全員の商号及び評価点を公表する。 
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14 契約の方法 

  ア 受託候補者を優先交渉権者とし、協議が整った場合は契約を締結する。なお、協議が不

調となった場合は、次点者を交渉権者とする。 

  イ 契約の条件は、別添の「契約書（案）」のとおり。 

 

15 支払の方法 

  ア 各年度の業務完了後に、別添「契約書（案）」に基づき、様式６-１の１（１）②の額

と、様式６-２の２（１）②の額の合計値に消費税を乗じた金額を支払う。 

 

16 その他 

  ア 本件に関して作成する書類等において使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨とす

る。 

  イ 参加申請書、業務提案書等の作成、提出等に要する費用はすべて参加者の負担とする。 

  ウ 提出された参加申請書及び業務提案書等は返却しない。なお当機構は、参加者に無断で

本公募以外の目的で提出された書類を使用しない。また、情報を漏らさない。 

  エ 提出書類の知的所有権は、提出した者に帰属するが、選定作業等において必要な範囲内

で複製を作成する場合がある。 

  オ 当機構が提供する資料は、参加申請に係る検討以外での目的で使用できない。また参加

者は、参加にあたって知り得た情報を当機構の許可なく第三者に漏らしてはならない。 

  カ 参加申請書及び業務提案書は提出期限後においては、差替え、再提出はできない。 

  キ 参加を辞退する場合は辞退届（任意様式）を提出すること。 

  ク ＣＭ業務の受注者（資本面又は人事面において関連のある者（※）を含む）は、ＣＭ業

務の対象となる病院施設改修工事等の設計者、施工者となることができない。 

     ※「資本面において関連のある者」とは、一方の事業者が他方の事業者の発行済株式

総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０

を超える出資をしている者をいい、「人事面において関連のある者」とは、一方の

事業者の代表権を有する役員が他方の事業者の代表権を有する役員を兼ねている

者をいう。 

 


